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　本調査は，2009年10月31日（土）から11月 5 日（木）まで， 5泊 6日の日程で，首都ソウ
ルとその近郊の外国人住民の割合が最も高いといわれる安山市および平澤市を訪れ，関係
機関 9箇所（政府関係 2機関と政府直轄委託先も含め「現場」 6機関，大学 1機関）と研
究者 1名から，主に関係情報を収集することを目的として実施された。参加者は研究代表




















　保健福祉家族部多文化家族 課（Division of Multicultural Family,  Ministry for Health, 
Welfare and Family Aﬀairs）
　韓国女性政策研究院（Korean Women's Development Institute）
（委託機関/自治体機関）
　韓国移住女性人権センタ （ーWomen Migrants Human Rights Center in Korea）
　ジェンダーと平等部 移住女性緊急支援センタ （ーMinistry of Gender and Equality 
Emergency Support Center for Migrant Women）
　安山市移住住民サービスセンタ （ーAnsan Migrant Community Service Center）
　安山市多文化家族支援センタ （ーAnsan Multicultural Family Support Center）
　安山市サハリン永住帰国者の家　コヒャンマウル
　ソウルグローバルセンタ （ーSeoul Global Center）
（大学校）

























　ジェンダーと平等部移住女性緊急支援センタ （ーMinistry of Gender and Equality 
Emergency Support Center for Migrant Women）
　（16：30～18：30）2時間




























　保健福祉家族部多文化家族課（Division of Multicultural Family, Ministry for Health, 





























日　時：2009年11月 3 日 午前 9時30分～12時20分
訪問者： 新矢麻紀子・山田泉・春原憲一郎・三登由利子・永井慧子・朴海淑（通訳）・
　　　　大谷晋也（報告者）
協力者： Moo-Suk Min（Senior Research Fellow）・Yi-Seon Kim（Research Fellow）・
　　　　Sun-Ju  Lee（Research Fellow）・Young-Hye Kim（Research Fellow）・














































































































































































































協力者：Lee Min Won（Division of Multicultural Family:Director）


























合計 男 女 合計 男 女 合計 男 女 合計 男 女






























































































　Ｋ：結婚移民者の中で国籍取得者は 1 / 3 。本人が希望していない場合がある。日本や
フランス，アメリカなどの先進国から来た人は，いつか帰国するかもしれないということ
で，永住権のみにとどめている例も多い。後進国から来た人たちも，まだ帰化が認められ
る期間に達しないために取得できない人もいる。韓国政府としては，帰化するかしないか
は個人の選択の問題と考えている。結婚していれば，永住権は簡単に得られるので，それ
ほどの不便はないと考えている。
　Ｊ：全国100箇所の多文化家族支援センターが独自にカリキュラムを作って活動してい
るが，そのもとになる共通のガイドラインを保健福祉家族部が作っているという話を聞い
た。それはどのようなものか。
　Ｋ：全国に100のセンターがあるので，ガイドラインは必要。細かいことを強制するわ
けではない。多文化家族支援センターの経費は，地方自治体と中央で半分ずつ負担してい
る。地方自治体が，活動を十分に行えると認められる団体をその地域の中で選び出すと，
政府が予算の半分をそこに送る。
　韓国語教育と相談業務，二重言語を保障するような子どもの言語発達を促す取り組み，
多文化理解，通訳翻訳はガイドラインで定められており，どのセンターでも必須の項目。
後はイベントなど地域の事情に応じて地域主体でやってもらう。
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　家庭訪問指導員の派遣も必須項目。各センターが10～20名の指導員をおき，週 2回，1
回あたり 2時間各家庭に訪問するための予算がある。それと指導員の研修費用は，すべて
中央が負担している。
　年に 1～ 2回，各地域に専門の調査官を派遣して客観的な評価をする。優秀なセンター
は奨励したり賞を与えたりしている。
　小さな支援センターの場合，年間のスケジュールを出してもらい，中央が指定したメ
ニューがあることを確認する。年 3～ 4回，結果報告をしてもらって，必須の業務が実際
に行われているか確認する。地域独自の取り組みも重視する。韓国では運転免許を取るこ
とも大事なので，そこに力を入れているセンターもある。就業支援や多文化理解促進のた
めの活動も指針に入っているが，農村地域と都会の違いもあるし，地域によって具体的な
活動の内容は異なる。たとえば就業支援なら，どんな会社と連携するかによって，活動の
内容は当然変わる。料理教室を開くことは決まっていて
も，その中身，どの国の料理にするかなどの細かいこと
は各センターが決めること。大枠は決まっているが，運
営は自律的に行われている。
　センターは100箇所もあるので，実情はさまざま。補助
が始まってまだ 3年なので，古くから取り組んでいる大
学などでは立派なプログラムを作っていてガイドライン
で目指したことがほぼ達成されているが，田舎の小さな
センターでは韓国語教室を開くのがやっとという場合も
ある。質のばらつきが多いのは課題。（写真右はプログラ
ムガイドラインの冊子。総ページ数336）
　Ｊ：ガイドラインの作成に携わったのは？
　Ｋ：短い間に先例のないことを次々と打ち出しているため，保健福祉家族部の職員だけ
では人手が足りない。多文化支援事業に関する「支援団」を組織している。民間・大学教授・
自治体職員・現場で活動する人々などで構成されており，話し合いを重ねながらメニュー
を作っている。
　今のところ，100箇所の支援センターがあるので，そこからのフィードバックも重要な
要素。地域の口コミ情報やマスコミの報道，学会発表や論文・シンポジウム等も盛ん。さ
まざまな情報が集まっている。
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　Ｊ：韓国語の統一試験は従来からあったと思う。だが，結婚移民に必要な韓国語は異な
るかもしれないし，帰化の問題・自立の問題がある。韓国語能力の評価の問題に関しては
どのような議論がされているか。
　Ｋ：韓国内ではあまり韓国語に興味がない。関心を持っている人は外にいる外国人。言
葉は大切であるという認識はある。労働者もオンライン韓国語教材で勉強してから来韓し
たりしている。移住者は試験に合格するほどの力をつけるのは大変だし，初歩的な韓国語
に力を入れている。韓国語教育は韓国の中では意識が高くない。
　結婚移民者が韓国語を勉強するのは，国籍取得のためではない。一般の国籍取得希望者
の場合は韓国語試験が義務化されているが，結婚移民者の場合は，結婚後2年経って申請
すれば試験を経ずに国籍取得できる。いい生活を送るためと仕事を始めたいという理由が
多い。インセンティブとしては自分のためにやっているという面が強い。
　結婚移民者の中から通訳翻訳に当たる人160名を採用した。その際，韓国語の試験を実
施したが，結果を見ると，最近韓国に入ってきた人は，それほど韓国語のレベルが高くな
かった。20代前半で結婚した人が多く，母国での学歴や学習能力も必ずしも高くはない。
通訳翻訳という仕事の特性上，母語（11言語）の試験も実施したが，母語の能力も思った
ほど高くなかった。もともと学歴が高い人は自立していて，もうすでに専門職に就いてい
る場合もあり，多文化家族支援センターには来ない。センターに来る人たちには，専門的
なものよりは，生活韓国語・やさしい韓国語を指導することを重視している。
　現在は，初歩的なやさしい韓国語を教えているが，そこにとどめるつもりはない。今後，
就業などの面で学習者の要望に応じて上級の韓国語教育も必要になるだろう。結婚移民者
が職を得て社会で自立して生きていくための韓国語教育の充実が課題だと考えている。オ
ンライン韓国語教材も充実させていきたい。日本人の方は言語も近く，上級者が多いと聞
いている。
　Ｊ：日本では公務員削減圧力が強い。総合職と専門職がペアを組みながら行政が施策を
実現しているが，専門職が減って総合職だけで施策を作る傾向が強くなってきた。これま
でに専門職が培ってきたものを活用する能力も減退してきている。韓国の官庁での人材状
況は質的・量的にどうか。
　Ｋ：韓国に専門職という概念はない。医師・看護師・薬剤師などを除けば，あとは一般
行政職。この分野の政策は，女性部からここに移管してきたが，来年には女性部に移管す
る予定。しかし，保健福祉部であろうと女性部であろうと，こういう仕事は一般行政の者
がやる。しかし，支援する諮問機関のようなものが充実しているから，支障はない。
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　Ｊ：単身労働ビザの更新や切り替えはできるか
　Ｋ：雇用許可制度によって来る労働者はビザの切り替えは難しい。必ずローテーション
で帰ってもらう。そのためにオーバーステイも多い。私は担当ではないので必要であれば
関係部署へ聞いてほしい。
　労働者の例外措置としては，中国の朝鮮族に関するものがある。詳しくは承知していな
い。日系ブラジル人と朝鮮族の違いとしては，前者が日本語の不自由な人が多く，朝鮮族
には韓国語が堪能な人が多いという点だと聞いたが，そうでしょうか？
　Ｊ：言語支援に関して，移民全体に対する大きな柱があるのか？
　Ｋ：結論から言うとない。基本的に外国人全体をカバーする言語支援という概念はな
い。労働者に対する韓国語教育はあるにはあるが，労働者センターで週末の 1～ 2時間程
度，単発で行なわれるもの。それに対して，多文化家族支援センターでの韓国語教育は，まっ
たく違う制度。定住者に対する生活韓国語教育を，システマティックに行なっている。簡
単に言うと，外国人の中に結婚移民者がいるわけではなく，結婚移民者だけを特別な存在
として政策を打ち出している。韓国民となっていくことと，子どもの権利・人権とに配慮
しているためだ。
　労働者は子どもを連れて来ない。もちろん労働者も多文化家族支援センターに来てもい
いが，仕事のため時間帯が合わない。
　現在，多文化家族について調査中である。来年になると結果がわかる。
 （次号につづく）
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